
 

令和８年 3 月 10 日 

校 長  川村 守 

 

 今年度のグランドデザインを振り返って 

 

本校は「チャレンジを大切にする学校」を掲げて、５年目となります。子どもたちが、自分を磨き、仲間と磨

き合うなかで、自己実現を図っていける場としての「学校」を目指してきました。子どもたちだけでなく保護者

のみなさんにもすっかり浸透していることは、学校評価（肯定的認知比率：児童 97％ 保護者 98％）の数値か

らもうかがえるところです。 
 

 

  

これは、昨年度の６年生が卒業文集に書いた文章（許可を得て一部抜粋）です。全員の卒業文集を読んでいたとき

に、「チャレンジ」という言葉が文中に何度も出てきたため、ためしに数えてみたところ、なんと８８回も使われ

ていたのです。様々なシーンで前向きに頑張っていた前６年生でしたが、ここまで「チャレンジ」を意識して取

り組んでくれていたことにあらためて感服するとともに、子どもたちの生きる軸として本校の理念「チャレンジ」

が浸透していたことに大きな喜びを感じる瞬間でもありました。 
 

このように、「チャレンジ」という言葉は、すっかり本校の合言葉となっています。 
 

「やってみよう」という姿勢は、幸福度を高める

ための最重要因子であるという慶応義塾大学前野隆

司教授の well-beingの研究を参考にしながら、本

校では、子どもたちが「なりたい自分」に向かって

学び、挑戦し、そして成長できる喜び（幸せ）を味

わえる場所でありたいと取り組んできました。そし

て、本校の教師たちは「自己実現に向けたチャレン

ジを通して、子どもたちの“ 幸せ ”づくりのサポ

ートに全力を尽くす！」という決意のもと、全力で

子どもたちの支援をしてきました。教員自己評価で

は、肯定的評価が 100％であることからも、一枚岩

での取り組みができたものと思っています。 

 

子どもたちのナイスチャレンジと教員の継続的な

支援、そして保護者・地域の皆さんのあたたかい応

援のおかげで、子どもたちは今年度も確実に成長す

ることができたことに心から感謝いたします。来年

度も引き続き、「子どもたちが自分の可能性に果敢

に挑戦できる学び舎」でありたいと考えています。 

１ 

・・・私はもともと、失敗するリスクがあるのにチャレンジをする意味が分からなかった。「失敗してしまう

かもしれないのなら、はじめからやらなければいい」と思っていたのだ。 （中略） できた瞬間、言葉にな

らないほどの嬉しさがこみ上げてきた。そして、校長先生の「チャレンジは自分を成長させるチャンスなん

です！」という言葉の意味を実感できたとても良い経験となった。この経験を生かし、私はこの先もいろい

ろなことにチャレンジできる人になりたい・・・ 

ここでは、プレアナウンスとして、学校経営のグランドデザインとイメージ図を掲載いたします。 １ 目指す学校像・子ども像・教師像 

 
 

  

 

 

《学校像》 
地域運営学校として、学校・保護者・地域の連携を深め、地域とともにある学校づくりを目指す 

 小中一貫校として、秋葉台小学校・別所中学校と共に９年間を見通した子どもたちの育成を目指す 
 

～ 自己実現に向けて ～ 

チャレンジを大切にする学校 
 

子どもたちが「なりたい自分」に向けた挑戦をしていくなかで、自己実現に近づけた喜びを感じる 

ことができるwell-being な学び舎にしていく。また、ふるさと意識の醸成をさらに高めていく。 
 

 
 

 

 《子ども像》 
将来を担う人材として、知・徳・体の調和のとれた人間性豊かな子どもを育成する 

 

       学校教育目標 ◎は重点目標 
 

 ◎心をみがきます（徳）   自分をのばします（知）   元気にすごします（体） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

《教師像》 
〇教育公務員としての責任と自覚をもち、子ども・保護者・地域から信頼される教師 

○自己研鑽に励み、児童理解に基づいた指導により、子どもの成長を引き出すことのできる教師 

◎教育課題の解決に向け、ONE TEAMの意識をもち、連携しながら組織的に対応ができる教師 

 

 

 

 

 

  ONE TEAMの合言葉    
 

① 「健康・安全・人権なくして教育なし」。一枚岩のリスクマネジメントができる組織 

② 「教師がもえれば子どもがもえる、子どもがもえれば学校がもえる」。熱意のある組織 

③ 「3つのワーク（ネットワーク・フットワーク・チームワーク）を大事に」。機動力のある組織。 

 

今年度のグランドデザイン 

 

自分から進んで学ぶ子ども 

・自ら進んで学習し、学ぶ喜び

を感じながら自分を高めるこ

とができる 

・自分の考えをもち、他者と相

互に学び合い、練り上げた考

えを表現することができる 

・基礎基本内容を使って、課題

解決に取り組むことができる   

 

勇気と思いやりのある子ども 

・「なりたい自分」に向けて自己

肯定感と自律心を高めること

ができる 

・挑戦意欲とレジリエンスをセ

ットで大切にできる 

・他者への感謝と自分が役立つ

喜びがもてる 

・郷土愛を高めることができる 

 

体をきたえる子ども 

・自分と向き合い、自分の心身へ

の気づきをもち、元気に前向

きに過ごすことができる 

・集団活動を通して、進んで運動

に親しむことができる 

・安全衛生（特にコロナ対策）や食

事に関心をもち、健康な生活

に向けて自分から実践できる 

 



  今年度の具体的な取組を振り返って 

（１） 豊かな人間性の醸成・・・・特に、いじめの対応を通して子どもの人間愛・人間力を高める 

目標 具体的な取組 自己評価 

自分とともに他人

を尊重する態度の

育成 【重点】 

・いじめ対策として、前年度の確実

な引継（４月）、保護者説明（４

月）、SC 面談（5 年全員１学期） 

・いじめ対策委員会（週１回）、小

中での連携（3 回）による組織的対

応の強化。昨年度の認知件数（119

件）レベルで認知対応 

・スクールロイヤーによるいじめ対

応研修を実施し、教員のリーガルマ

インドを強化 

・各学級で話合い活動を大切にした

民主的合意形成と支持的風土の定着

強化 

・小中一貫の取組として、通年でい

じめや不登校の情報共有を図り、連

携携強化 

・不登校対応として SC・SSW・子

家セン・民生委員との連携強化と都

事業申請。また保護者と連携して

EA を活用した登校刺激を実施。 

いじめ対策は予定していた取組は全て実施。ス

クールロイヤーによるいじめ対応研修を実施

し、教員のリーガルマインドを強化。小中一貫

3 校でのいじめや不登校に対する教員間の情

報共有を 3 回実施。市 SV を招いて小中一貫 3

校合同でいじめ理解研修を新たに実施し、3 校

教員の共通認識が向上するとともに「はちおう

じっこサミット」を通した連携を強化。いじめ

の認知は、法的解釈のもと積極的に認知し、早

期対応・組織的対応を展開[評価：児 90%保

94%教 100%]。ただ、子どものスマホ所持率が

上がっている中、新たに SNS トラブル対応が

増加中。情報リテラシー教育の充実をさらに図

っていく必要あり。不登校対応については、

SSW が定期的に来校して具体的な対策を協

議。登校復帰 2 件。外部と繋がっていないケー

スは 0 件。自尊感情・自己肯定感の向上[評価：

児 97%保 97%教 94%]。 

 

社会人となる基礎

（規範意識・あいさ

つ・礼儀・自立）の

育成 

・自立を目指した取り組みとして、

SBGｓの継続と「挨拶」「廊下歩

行」「靴揃え」を生活指導の重点と

し、代表委員会と連携して社会性の

向上を図る。全教員が自己申告に記

載し一枚岩の対応をさらに強化 

・各学級において、「よいところ応

援計画」を実施し、相互理解を図る

とともに、自尊感情と自己肯定感を

醸成 

 

教員の一枚岩の生活指導により、子どもの生き

方向上[評価：児 95%保 97%教 100%]。特に

｢靴を揃える｣取組みが向上し、来校者に褒めら

れる機会が増加（評価：児 89%教１00%）。ま

た、「挨拶」については、代表委員会・保護者・

青少対と連携して実施。重点取組３項目で自

律・自立が向上したが、今後も継続の必要あり

[到達度：挨 90%・靴 89・廊 87%）]。縦割班

活動による異学年交流を通して、リーダーシッ

プとメンバーシップを育成。 

課題としては、SBGｓの取組において、マ

ンネリ化が感じられる。新たなアプローチ

を代表委員会と連携していく必要あり。 

 

 

 

２ 

「別所小学校がいつまでもより良い学校として残って

いってほしい。そのために必要なことはなんだろう」

と子どもたちが考えたことをまとめたものが SBGｓ

です。本校がよりよい学校として持続していくための

１３の目標を、これからも大切にしていきます。 

 



（２） 確かな学力の向上・・・・特に、GIGA（一人一台端末）の活用で子どもの学習デザインを広げる 

目標 具体的な取組 自己評価 

主体的・協働的に学

習に取り組む態度

と問題解決的な学

習の展開 【重点】 

・問題解決的な学びの定着に向

けて、校内研究を中心に推進。

著名講師の招聘（年 4 回）や管

理職による授業指導（日常＋年 3

回）を実施 

・学習意欲を第一学力と捉えた

取組として、教員が教材や導入

を工夫する意識が向上中。 

・補習（定期と夏季休業中）を

予定通り実施するなかで、子ど

もに寄り添った学習支援を展

開。 

・地域の強みを子どもの強みに

するキャリア教育の構築に向け

て、小中一貫での検討部会を立

ち上げて、現在作成中。 

 

校内研究会において、問題解決学習について

著名な講師から通年指導を受けたことで指導

力が向上[評価：児 97%保 95%教 82%]。地

域素材の教材化にも取り組み、子どもの身近

なテーマにすることで学習意欲を高めるとと

もに、問題解決学習を展開しやすいように改

善。小中一貫 3 校の生活・総合学習部会にお

いて、キャリア教育における地域素材の教材

化について検討・作成。また、学習用端末の

活用を推進（問題解決学習では調べる段階・

まとめる段階・発表する段階で積極的に活

用）[児・教評価 85％] 

課題としては２つある。1 つ目は授業改善に

向けた教員の自主的な校内 OJT が働き方改

革の観点から、時間の確保が難しい点。2 つ

目は、「しっかり調べて、じっくり考える」

というスタイルは定着してきたが、思考の練

り上げが不十分である点である。引き続き取

り組んでいく必要がある。 

基礎学力の定着に

向けた取組の強化 

 

・基礎学力の定着に向けた課題

克服支援強化（補習授業 10 回、

朝学習ベーシック週１回以上)と

各学力調査分析とミニマムの活

用促進 

・地域と連携した学力向上の取

組を強化（8 月：学校運営協議会

の中学生ティーチャーを活用し

た夏休みの補習、通年：地域学

校協働推進委員の放課後学習） 

補習授業（通常・夏季）や学力調査後の

SYEM の活用、ミニマムの活用促進で課題克

服支援を強化[ミニマム定着度：国 81%・算

75%]。ただ、中学生のリトルティーチャー

は諸事情にて実施できず。小中一貫 3 校学力

向上定着プロジェクトチームにて、キャリア

教育プラン検討・作成。昨年度の校内研究成

果を生かした学習用端末の活用推進をした

が、学級間での差あり[評価：児 86%保 95%

教 88%]。 

 

 

 

 

 



（３） 特別支援教育の充実・・・・特に、特別支援委員会を軸にした連携の強化をさらに高める 

目標 具体的な取組 自己評価 

特別支援教育に

関わる体制の強

化 【重点】 

 

・特別支援固定級が市内最大級であ

るスケールメリットを生かした段階

別指導の推進や不登校傾向児への個

別対応を強化 

・特別支援教育 CO を複数配置（通

担・固担・養）とし、全体共有と校

内委員会を強化。また、特別支援と

生活指導の連携強化を図るため、生

活指導主任と特別支援 CO を兼任。

週に一回の全体での情報共有を夕会

で実施 

・校内の特別支援チーム（コーデ

ィ・専門員・SC・巡回心理士・サ

ポーター）と外部機関（SSW・教育

センター・医療機関等）との連携を

図る 

特別支援学級がある学校の強みを生かした発達

に関する相談や対応を細やかに実施。特別支援

教育 CO の複数配置により、校内委員会による

情報共有、保護者との連携、スムーズな引継体制

など、特別支援教育に関わる体制が強化(評価：

保 93%教 100%)。また、特別支援学級担任に通

常学級経験者も積極的に配置することで、教員

のインクルーシブな意識も向上。小中一貫 3 校

における特別支援教育の向上については、年 3

回の教員間での情報共有や児童生徒同士での交

流活動を予定通り実施。特別支援の関係者間で

の連携・調整体制や教育センターや特別支援学

校、医療機関との連携も強化。保護者へインクル

ーシブ教育の理解促進を図るため、学校と保護

者の懇談交流会を３回実施。 

みずき学級やおお

ぞら学級と連携し

たインクルーシブ教

育の実践 

・みずき学級の巡回指導教員と連携

強化（特別支援専門員・在籍級担

任・保護者） 

・特別支援学級指導補助員によるお

おぞら学級での個別対応の更なる強

化 

・通常学級との計画的な交流や共同

学習の充実 

・特別支援教室の巡回教員による理

解教育の実施 

・都立特別支援学校との副籍交流を

実施し、前年度よりも充実を図る 

特別支援学級と通常学級との計画的な交流や

共同学習を実施。日常的な交流が充実してい

ることにより、運動会での表現運動や移動教

室において、一緒に活動することがとてもス

ムーズにできた。また、都立多摩桜の丘特別

支援学校との副籍交流も計画的に実施。本校

の行事にも積極的に参加してもらうことがで

きた。しかし、副籍児童の状態により、昨年

度よりも各行事への参加回数は減少。特別支

援教室の巡回教員による理解教育を全学年で

実施。特別支援学級担任による 1 年生への理

解教育も実施。 

 

 

 

 

 

 

通常学級の全学年の子どもたちに実施

した『特別支援教室への理解推進授

業』の一コマ。特別支援教室の巡回教

員による授業を受けながら、自分の特

性について興味をもったり、個々の違

いを生かし合ったりできる集団づくり

について学ぶことができました。 



（４）健やかな心と体の育成と安全な学習環境の整備・・・特に、熱中症対策の徹底で安心を確保する 

目標 具体的な取組 自己評価 

安全点検・安全

指導の徹底と危

機管理体制の再

整備 

・ハイリスクの熱中症への危機管理強

化（WBGT 測定徹底・週案簿安全配慮

記載） 

・小中一貫３校にて学校保健委員会を

合同で実施、怪我防止の徹底（週案記

載・安全指導） 

・怪我発生時の迅速・丁寧な対応（保護

者連絡・救急対応）、施設点検による危

険箇所の発見とヒヤリハットの共有

（安全点検月１回） 

・教員の危機管理意識の向上（安全プロ

グラム活用と夕会での確認） 

・交通安全教室、セーフティ教室、食物

アレルギーチェック体制強化 

・災害対応の強化（避難訓練・図上訓練

等） 

・他校の事故事例を受けて常に対応策

をアップデート 

「健康・安全・人権なくして教育なし」を合言

葉に、リスクマネジメントを強化。怪我や事故

防止への危険予知管理（毎月の安全点検の実施

や安全対策を週案記載等）を徹底。毎学期に職

員会議で安全研修を実施し共通認識が向上。特

に熱中症対策は熱中症の研修を実施して教員

の危機意識を高めるとともに、WBGT 測定や

対応内規の作成、子ども向け熱中症理解教育な

どに注力し、熱中症発生０件(評価：保 99%教

94%)。食物アレルギー対応におけるヒューマ

ンエラー防止策をさらに強化。学級閉鎖の際に

は丁寧な情報発信をするなど、発信力を強化

（保 98%）。校長による朝の横断歩道の安全指

導強化や自転車教室の実施により子どもの意

識が向上（5 年間交通事故 0 件）。小中一貫３校

にて学校保健委員会を合同開催することで、各

校の健康診断結果による児童の実態を学校医

も含めて情報共有・対策検討。 

東京オリンピッ

ク・パラリンピッ

クのレガシー、国

際理解を深める

取組の推進、体

力や運動技術の

向上、【重点】 

・小中一貫３校の体力テストから児

童生徒の傾向を分析し、連携した対

策を作成 

・体育部による「体力テストにチャ

レンジ」企画を実施し、測る機会で

なく挑む機会とし、全校で楽しく盛

り上げて、体を動かす意識を向上

（１学期）。外遊びを活性化させ

て、日常的な体力向上に取り組む

〔児評価 75％〕 

・冬季オリンピックに合わせた意識

向上と国際理解の取組（3 学期）。 

・プールの外部施設活用に伴う実施

体制の再構築。 

 

 

 

 

 

 

 

小中一貫3校の体育主任同士の情報交換会や合

同学校保健委員会を実施し、体力面の課題を共

通認識して取組を講じているが、猛暑の影響も

あり、大きな向上にまではつなげられていな

い。しかし、体育委員会企画の集会や外遊びの

推進による子どもの意識には変化が生じてお

り、3 年前よりも 20 ポイントも上昇（評価：児

77%保 81%教 89%）。来年度は、体育館エアコ

ンが稼働できるため、夏場の活動も可能になる

ので、改善が見込まれる。水泳学習は、関係機

関と連携して安全に実施したが、運営面に改善

の余地あり。子どもの安全を第一に、来年度も

実施していく。 



（５） 家庭・地域との連携、開かれた学校づくり・・・・特に、地域素材の教材化で郷土愛を高める 

目標 具体的な取組 自己評価 

保・幼・小・中の１

５年間を見通し

た一貫教育の充

実 

・近隣の保育園・幼稚園と連携して小

1 プロブレム等に対応 

・秋葉台小学校と別所中学校と連携し

た小中一貫教育の推進（教員交流年 3

回・児童生徒間交流１回等、ふるさと

学習の検討） 

・丁寧な引継による不登校や配慮を要

する子どもへの対応 

 

 

保幼小連携は、入学前に園児と 1 年生との交

流活動を実施し、園児の小学校進学への緊張

を緩和するとともに、教員間での情報交換を

実施。小中一貫 3 校における児童生徒交流の

実施（部活動体験や授業見学、合唱参観

等）、小中一貫 3 校の協働体制の構築（職

層・職務ごとの連携や地域学校協働活動推進

委員同士の連携）を推進。小中一貫 3 校に

て、来年度のキャリア教育の計画を作成、中

一プロブレム対応として教員間の丁寧な引継

ぎの実施、小中一貫３校の各校に共通掲示板

を設置し認知度も向上（評価：保 93%教

100%）。 

子どもたちのふる

さと意識を醸成す

るために、家庭・地

域との連携強化 

【重点】 

・日本遺産サミットの取組を継続

し、八王子市への郷土愛の醸成を図

る。また、校内研究において「ふる

さと学習」に取り組み、地域素材の

教材化を推進〔児評価 90％〕。地域

学校協働推進委員を活用した地域の

ボランティアとの連携（栽培・放課

後子ども教室等） 

・健全育成活動の連携（クリーンデ

ーや挨拶運動など）。 

校内研究とも連携して、地域素材の教材化に取

り組むなかで、地域の強みを子どもの強みにす

る取組を充実させることができた。特に長池公

園を中心とした「もの」「ひと」「こと」の教材化

が充実してきた。来年度のキャリア教育につな

げていきたい（評価：児 88%保 85%教 82％）。 

 

 

 

 

保護者・地域へ

の積極的な情報

発信と学校評価

の活用 

・来校の機会設定（学校公開・行事・保

護者会・個人面談等） 

・学級便り・学年便りの発行（月 1 回

以上）と学校ホームページの更新（各学

年週 1 回以上） 

・一斉メールシステムによる情報発信

の充実や正門掲示板を活用した地域へ

の情報発信 

・学校運営協議会の定期的な開催と学

校評価の活用 

「いつでも開放」のスタンスを基本とすると

ともに、行事の際には YouTube による配信

で地方の祖父母の方にも見ていただけるよう

にＤＸ化を推進。学校ホームページは学年に

よって掲載ペースに差が生じている課題あ

り。学校便りは 4 ページというボリュームの

ある内容で、様々な情報を発信。正門掲示板

は SSS を活用した「季節の飾り」を掲示

し、地域から好評価。学校評価による外部の

声を反映した新年度計画の作成を推進。 

 



（６） 学校組織の機能強化・・・・特に、集団の組織力向上と個々の“強み”作りでマンパワーを強化する 

目標 具体的な取組 自己評価 

情報共有の徹底と

指示系統・合意形

成の確立による組

織的対応力の強化

と人材育成 

【重点】 

・統括主任教諭を設置し、ミドルリ

ーダー層の活性化を図る 

・調整会を設定し、合意形成と調整

機能を向上（週１回実施） 

・組織を改編し、重点課題の克服と

効率性の向上を図る 

・経営会議を行い、課題発見と各分

掌の連携を強化（週 1 回） 

・2 年先を見据えた校務担当配置を

行い、効率化と持続化を図る。 

・自己申告を活用した担当分掌を通

した人材育成（年 3 回） 

・学校評価を生かした PDCA によ

る校務運営の更新（年 2 回） 

主幹 2 名体制に新たに統括主任教諭を加えた体

制を構築。指示系統と合意形成が強化。自己申告

の共通記載事項を設定し、重点項目について全

職員が自分の立場でできることを明文化。面談

を通して取組状況の確認と共通認識を向上させ

ながら一枚岩の取組を継続し、効果大（評価：教

100%）。育休 4 名、臨任の途中退職や病休者な

どもあり、学校のマンパワーが厳しい時期もあ

ったが、教職員が踏ん張ってくれた。このような

事情もあり、若手 OJT の推進が十分に実施でき

なかった。今後、さらなる学級減による教員数減

に対応した組織改編も要検討。分掌内で異動者

を見据えたスムーズな引継方法や人材育成を更

に向上させていくことが課題。 

服務事故の防止に

努め、子供・保護

者・地域からの信

頼を向上 

・市内の服務事故増加傾向を受け、

定期的な服務研修だけでなく、時期

によって起きやすい服務事故の種類

に応じた声かけをするなど、適時性

のある取り組みを展開 

・管理職だけでなく各担当や主幹か

らも全体に注意喚起させる（通年） 

 

時期的に起きやすい服務事故を焦点化して注意

喚起するとともに、指導・助言を実施。調整会で

も常に話題し、気になることがあった場合には

すぐに改善するとともに、学年間でのチェック

体制を強化（服務研修受講 100％）。管理職から

の縦のラインの指導と合わせて、主幹や学年主

任からの横のラインでの声かけも実施し、事故

防止の風土を構築中。今後は、更なるリーガルマ

インドの育成強化を図っていく必要あり。 

働き方の改革の推

進による「組織の健

康」を向上 

 

・出退勤システムによる自己管理力

の強化と副校長による指導助言の充

実（時間外在校時間月 45ｈ以内達

成 70％） 

・働き方改革の保護者理解を促進

（保護者会・学校便りで PR 年 2

回） 

・男性教員の育業に関わる休暇取得

の促進を図る（４月に周知・通年で

声かけ） 

 

SSS や EA、サポーターの活用を通して、教

員の負担軽減は推進。時間講師の積極的な申

請により、担任の空き時間を創出。働き方改

革の一環として 18 時以降の電話応対終了や

定期的にノー残業デーを実施。時間外在校時

間については、達成度の二極化傾向が課題。

会議や情報共有のやり方に課題あり。保護者

への理解促進として、保護者会と学校便りで

アナウンスを強化。来年度は、時間外勤務の

更なる縮小を図っていく。 

 


